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第１章

計画の基本的な考え方
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１ 計画策定の趣旨

平成11年に男女共同参画社会基本法が制定され、男女が互いにその人権を尊重

しつつ責任も分かち合い、性別等にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮す

ることができる男女共同参画社会の実現を目指してきました。

この法律に基づき、大網白里市では、平成28年３月に「大網白里市男女共同参

画計画」（以下「前計画」という。）を策定し、男女共同参画社会の実現を目指し、

様々な施策に取り組んできましたが、なお一層の取り組みが必要とされる状況にあ

ります。そこで、これまでの取り組みの成果を検証しつつ、前計画の基本理念を引

き継ぎ、本市における男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進

するため、「第2次大網白里市男女共同参画計画（令和３年度～令和７年度）」を

策定します。

２ 計画の位置付け

（１）この計画は、「男女共同参画社会基本法」第14条第３項に基づく市町村計

画であり、大網白里市における男女共同参画社会の形成を促進するための基本

となる計画です。

（２）この計画は、国及び千葉県の男女共同参画に関する計画を勘案し、大網白里

市総合計画との整合性を図りながら、男女共同参画の推進に関する施策を総合

的かつ計画的に促進していくための計画です。

（３）この計画は、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」

（ＤＶ防止法）第２条の３第３項に基づく配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護のための施策の実施に関する基本計画としても位置付けます。

（４）この計画は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（女性活躍

推進法）第６条第２項に基づく、女性の職業生活における活躍に関する施策に

ついての市町村推進計画としても位置付けます（該当部分は、「基本目標Ⅲ（１）

男女がともに能力を生かせる職場づくりの促進」）。

３ 計画の期間

この計画の期間は、令和３年度から令和７年度までの計画とします。

この計画は、今後の社会情勢の変化や本計画の進捗状況等、必要に応じて見直し

を行うものとします。
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４ 基本理念

男女共同参画社会基本法は、「男女の人権の尊重」、「社会における制度又は慣行

についての配慮」、「政策等の立案及び決定への共同参画」、「家庭生活における活動

と他の活動の両立」、「国際的協調」を基本理念としており、この基本理念を前提と

しつつ、本計画では、「男女がともに認め合い、支え合い、個性と能力を発揮でき

る社会の実現を目指そう」を基本理念とします。

５ 基本目標

この計画では、次の５つの基本目標を設定し、男女共同参画社会の実現に向けて

取り組んでいきます。

※この計画で、「性別等」には男女の性別だけではなく、「性の多様性」も含みます。

「性の多様性」とは、性には性的指向性（好きになる対象）や性自認（主観的性別）

に代表される多様なあり方があるという意味です。

基本目標Ⅰ 男女共同参画を推進する環境づくり

基本目標Ⅱ 家庭からはじまる男女共同参画への意識づくり

基本目標Ⅲ 男女がともに個性と能力を発揮できる職場・労働環境づくり

基本目標Ⅳ 男女がともに安心して暮らせる地域づくり

基本目標Ⅴ あらゆる暴力の根絶と人権の尊重
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第２章

計画の内容
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【基本目標】 【基本的課題】 【施策の方向】
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Ⅰ 男女共同参画を

推進する環境づく

り

(1)男女共同参画への意

識啓発

①男女共同参画に関する調査研究、情報収集・提供

②家庭、地域における男女共同参画意識の啓発

(2)男女共同参画の視点

に立った教育・学習の

推進

①学校教育、社会教育における男女共同参画の推進

②家庭、地域における男女平等教育学習の推進

③生涯学習における男女共同参画の推進

(3)政策・方針決定過程

における男女共同参

画の促進

①各種審議会等への女性の参画促進

②事業所、団体等における方針決定過程への女性の参画促進

③市役所における管理職等への女性の登用推進

Ⅱ 家庭からはじま

る男女共同参画へ

の意識づくり

(1)男女がともに支え合

う家事・育児・介護等

の支援

①子育て、介護における男女共同参画の推進

②男性の生活技術の推進

Ⅲ 男女がともに個

性と能力を発揮で

きる職場・労働環境

づくり

(1)男女がともに能力

を生かせる職場づく

りの促進

①職場における男女の均等な機会・待遇の確保と女性の就業継続支援

②農業、商工業等自営業における男女共同参画の促進

③女性の起業や再就職の支援

(2)仕事と家事・育児・

介護等の両立の推進

①ワーク・ライフ・バランスの意識定着と環境整備

②子育て支援

③高齢者、障がい者への介護支援

Ⅳ 男女がともに安

心して暮らせる地

域づくり

(1)地域における男女共

同参画の促進と地域

環境の整備

①地域における慣習、慣行の見直しの啓発

②地域活動における女性の参画促進

①防災における男女共同参画の促進

②女性の視点を盛り込んだ防災対策の促進

①妊娠、出産等に関する健康支援

②性差に配慮した健康支援

①ＤＶ・虐待被害者等に対する広報・啓発

②相談・支援体制の充実

③関係機関との連携強化

④ストーカーや性犯罪等の防止対策の推進

①人権尊重意識の啓発

②多文化共生の推進

③性の多様性に関する理解の推進

(2)防災における男女共

同参画の促進

(3)男女共同参画の視点

に立った健康支援

Ⅴ あらゆる暴力の根

絶と人権の尊重

(1)ＤＶ（ドメスティッ

ク・バイオレンス）・

虐待等の防止と被害

者支援

(2)ハラスメントの防止

①ひとり親家庭など生活上困難な状況に置かれている人への支援

②高齢者・障がい者への自立支援

③外国人が暮らしやすい環境の整備

(4)誰もが安心して暮ら

せる環境の整備

(3)相互理解と人権尊重

①セクハラ（セクシャル・ハラスメント）、パワハラ（パ

ワー・ハラスメント）等の防止対策の推進
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２ 施策の内容

基本目標Ⅰ 男女共同参画を推進する環境づくり

（１）男女共同参画への意識啓発

【現状と課題】

男女共同参画社会とは、男性も女性も性別等や年齢にとらわれず、

すべての人が人権を尊重され、個性と能力を十分に発揮することがで

きる社会です。この理念が社会の様々な面に浸透することにより、誰

もが自分らしくいきいきと暮らし、男女がともにあらゆる分野へ参画

することができる社会の形成につながります。

平成 11 年に男女共同参画社会基本法が制定されて以来、男女共同

参画社会の実現に向けた法律や制度面での整備が進められてきました

が、男女共同参画の考え方が社会一般に広く浸透しているとは言えま

せん。

令和元年度に実施した「男女共同参画に関する市民意識調査」（以下

「市民意識調査」という。）において、男女平等に関する意識について

質問したところ、「政治」、「社会全体」、「社会通念・慣習」では「男性

の方が優遇されている」、「どちらかといえば男性の方が優遇されてい

る」を合わせた男性優遇意識が７割を超えており、前回、平成 27 年

度に実施した意識調査（以下「前回調査」という。）より改善傾向にあ

るもののほぼ変わらない結果となっています。

また、「男は仕事、女は家庭」という考え方について、１割以上が「そ

う思う」と答えており、依然として男女の性別による固定的な役割分

担意識が根強いことがうかがえます。このような固定的な役割分担意

識は、女性の就労継続や職場復帰等の障害になるだけでなく、男性に

とっても家庭の経済的負担が重くのしかかるなど負担を強いることに

なる場合もあります。また、固定的な役割分担意識は、男性の家事・育

児等の家庭への参加を困難にしています。

定期的に男女共同参画に関する情報を提供し、あらゆる世代の人々

に対し、男女共同参画への理解を深めていくよう、意識啓発を図って

いくことが必要です。
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［男女の役割分担についての意識（「男は仕事、女は家庭」という考え方につ

いて）］

資料：令和元年度市民意識調査

［男女の地位について］ 単位：％

資料：令和元年度市民意識調査
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【施策の方向】

① 男女共同参画に関する調査研究、情報収集・提供

② 家庭、地域における男女共同参画意識の啓発

【指標】

市民の声～市民意識調査より～

◆男性が優位という根本的な考え方を改革することが必要だと思いま

す。ハードが整備されてもソフトが変わらなければ何も変わらないと

思います。 【女性 40 歳代】

◆男女は、肉体的・精神的な違いがあるので、すべてが平等にできると

は思いませんが、違いを理解し、お互い尊重し合うことが一番大切だ

と思います。 【男性 50 歳代】

事業番号 事業内容 担当課

１ 男女共同参画に関する市民意識を把握するため、

定期的に市民意識調査を実施します。

地域づくり課

２ 男女共同参画に関する情報提供のため、ホーム

ページの充実を図ります。

秘書広報課

地域づくり課

３ 【新規】

マリンのツイッター等を活用して、男女共同参画に関する

情報を提供します。

秘書広報課

地域づくり課

４ 市内図書室において、男女共同参画に関する冊

子等の閲覧及び貸し出しをします。

生涯学習課

事業番号 事業内容 担当課

５ 男女共同参画社会の実現に向けた広報・啓発活

動を推進します。

地域づくり課

事業番号 指標名 指標 担当課

１ 市民意識調査（男女平等に関する

意識）において「平等になってい

る」と答える割合

増加

(令和 7 年度

までに１回)

地域づくり課

５ 広報紙、ホームページ等を利用した

男女共同参画についての啓発

年１回以上 地域づくり課
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（２）男女共同参画の視点に立った教育・学習の推進

【現状と課題】

男女平等意識は、幼少期からの家庭、学校、地域などで行われる教

育や学習と深い関わりを持っています。

市民意識調査で、社会全体、政治、学校教育などあらゆる分野にお

ける男女の平等意識について質問したところ、学校教育における平等

意識が、他の分野に比べると最も高くなっています。しかし、その他

の分野での平等意識は４割未満となっていることから、男女共同参画

についてより一層の理解を深めるためには、家庭、学校、地域などあ

らゆる分野において、相互の連携を図り、男女共同参画の視点に立っ

た教育や学習の充実を図ることが必要です。

学校教育においては、教育や指導だけでなく、学校の日常生活や行

事においても、性別等にとらわれることなく、個性を尊重した教育を

行うとともに、無意識に性別による差別をすることがないよう、教職

員の男女共同参画に関する意識をさらに啓発する必要があります。

社会教育においては、男女が対等な社会の構成員であることを認識

し、男女共同参画や性の多様性の意識を高める学習機会の提供を行う

ことが必要です。また、家庭、地域生活においても、男女共同参画や性

の多様性への理解の浸透を推進するよう意識啓発に努めることが必要

です。

【施策の方向】

① 学校教育、社会教育における男女共同参画の推進

事業番号 事業内容 担当課

６ 性別等にとらわれることなく、個性を重視し

た男女平等教育・人権教育を推進します。

管理課

７ 固定的な男女別の職業観にとらわれない、進

路選択ができるよう、本人の適性・希望を踏

まえ、適切な進路指導を推進します。

管理課

８ 全小・中学校への男女混合名簿の導入活用な

ど、学校運営や慣習の改善を図ります。

管理課
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② 家庭、地域における男女平等教育学習の推進

③ 生涯学習における男女共同参画の推進

【指標】

市民の声～市民意識調査より～

◆教育が一番大事。積極的に取り組む必要があると思います。子どもの頃から意識さ

せていけば、男女共同参画社会になると思います。男性も女性も同じ意識で生活し

ていくことは、将来の日本のためにも必要だと思います。 【男性 70歳以上】

◆学校教育での男女平等の教育・接し方は、成人後の意識に大きく影響すると考えら

れるので、学校教育での男女平等は、大きなカギだと思います。

【男性 50歳代】

事業番号 事業内容 担当課

９ 子どもが性別等にとらわれず、個性を伸ばす

ことができるよう、家庭教育の機会の提供を

図ります。

生涯学習課

10 男女共同参画に関する出前講座を実施しま

す。

地域づくり課

事業番号 事業内容 担当課

11 男女共同参画や性の多様性、ワーク・ライフ・

バランス等をテーマにした講座・講演会を開催

し、意識の啓発を図ります。

地域づくり課

生涯学習課

事業番号 指標名 指標 担当課

６ 教職員研修（希望研修）への参加 年１回以上 管理課

７ 職場体験学習の実施 年１回以上 管理課

９ 各幼稚園と小・中学校での家庭教育

学級の開催

年４回以上 生涯学習課

11 市民を対象にした男女共同参画に

関する講座・講演会の実施

２ 年に １ 回

以上

地域づくり課
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（３）政策・方針決定過程における男女共同参画の促進

【現状と課題】

男女共同参画社会の実現には、男女がともに対等な立場で、政治・

経済・家庭・地域などのあらゆる分野への意思決定過程の場に参画す

ることが重要です。市民意識調査では、女性が指導的立場に立つこと

について、「よいと思う」と答えた割合が約７割となっているものの、

意思決定過程の場への女性の参画はなかなか進んでいないのが現状で

す。

本市の審議会等においても、女性委員の占める割合は２割台にとど

まっており、県内の市町村と比較しても低い状況となっています。

男女問わず、誰にとっても暮らしやすい社会の実現のために、女性

の意見等が十分に施策等に反映できるよう、各種審議会等をはじめと

した政策・方針決定過程における女性の参画を積極的に促進すること

が必要です。

［審議会等における女性委員割合の推移］ 単位：％

資料：内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関す

る施策の推進状況」
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［指導的地位に占める女性の割合が増えることについて］

資料：令和元年度市民意識調査

［政策決定の場への女性の参画による社会の変化］

資料：令和元年度市民意識調査

よいと思う, 

66.1%

よいと思わない, 

3.7%

どちらともいえ

ない, 27.0%

わからない, 

3.2%

7.9%

37.4%

24.3%

12.5%

17.3%

0.7%

0.0% 20.0% 40.0%

政治が身近になる

男性中心の考え方に変化が生じる

男女共同参画社会に向けての施策が

推進される

特に期待することはない

女性が活躍できる社会が実現できる

その他
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※１ ポジティブ・アクション（積極的改善措置）

男女が社会のあらゆる分野における活動に参画する機会にかかる男女間の格差を改善する

ため、必要な範囲内で、男女のいずれか一方に対し、その機会を積極的に提供すること。

【施策の方向】

① 各種審議会等への女性の参画促進

② 事業所、団体等における方針決定過程への女性の参画促進

③ 市役所における管理職等への女性の登用促進

事業番号 事業内容 担当課

12 女性の意見や視点を市政により一層反映させる

ため、各種審議会・委員会等への女性の積極的

登用に努めます。

関係各課

事業番号 事業内容 担当課

13 広報紙、ホームページ等を利用し、事業所・団

体における女性の参画拡大についての周知・啓

発を図ります。

商工観光課

地域づくり課

14 「男女雇用機会均等月間」に合わせ、商工会等

の関係機関を通して、男女雇用機会均等にかか

る法制度の周知を図るとともに、事業所・団体

が進めるポジティブ・アクション（積極的改善

措置）（※１）について、啓発を図ります。

商工観光課

地域づくり課

事業番号 事業内容 担当課

15 職員の意欲、能力等を十分考慮し、適材適所を

基本に、男女の区別なく職域拡大を図るととも

に女性の登用を進めます。

総務課

16 女性職員の積極的な育成と能力の活用を図るた

め、職員研修の充実と能力開発のための研修へ

の参加機会の確保・拡大を図ります。

総務課
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【指標】

市民の声～市民意識調査より～

◆私は「男は仕事、女は家庭を守る」という考え方が当たり前の時代の中で育ってき

たので、「女がしゃしゃり出るものではない」とよく言われました。今の若い人たち

には、適材適所で男女ともにいろいろな場で力を発揮して欲しいと思います。

【女性 70歳以上】

◆女性がはっきりと自分の意見を言える地域、社会になって欲しいと思います。

【女性 70歳以上】

事業番号 指標名 指標 担当課

12 審議会等における女性委員の割合 30％ 関係各課

15 課長相当職に占める女性の割合

（市職員）

10％ 総務課

15 副課長相当職に占める女性の割合

（市職員）

30％ 総務課

15 班長相当職に占める女性の割合

（市職員）

40％ 総務課

16 女性職員の能力開発のための研修

への参加人数

述 べ年 間 ５

人以上

総務課
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基本目標Ⅱ 家庭からはじまる男女共同参画への意識づくり

（１）男女がともに支え合う家事・育児・介護等の支援

【現状と課題】

核家族化や共働き世帯の増加に伴い、家庭においては、大人も子ど

もも誰もが家族の一員であることを自覚し、家族がともに協力して家

事・育児・介護を分担して行っていく必要があります。しかし、市民意

識調査では、「食事の支度」、「洗濯」など家庭における役割の大半を女

性が担っている結果となっています。

このことから、これまで、女性が中心的な役割を担ってきた家事や

育児、介護などに、男性も積極的に参加できるよう、男性の家事・子育

て・介護等への積極的な参加を促し、男女が協力しながら家事・子育

て・介護等を担えるよう、学習・交流等の機会を提供することが必要

となっています。

【施策の方向】

① 子育て、介護における男女共同参画の推進

② 男性の生活技術習得の推進

事業番号 事業内容 担当課

17 マタニティ教室へ男女での参加を促すなど、出

生前から男女が協力して育児ができるよう支援

します。

健康増進課

18 介護等についての基礎知識と介護制度について

理解を深めるため、出前講座を開催します。

高齢者支援課

19 市男性職員が家事・子育て・介護等に参加しや

すいよう、休暇制度の周知・活用を図ります。

総務課

事業番号 事業内容 担当課

20 男性のための料理教室など、楽しみながら生活

技術を習得できるよう、講座や教室の充実を図

ります。

健康増進課

生涯学習課

21 【新規】

子育て世代の男性の料理への参画促進のため、

“おとう飯”の啓発や講座、教室を行います。

健康増進課

地域づくり課
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【指標】

[家庭における役割分担] 単位：％

資料：令和元年度市民意識調査

事業番号 指標名 指標 担当課

17 マタニティ教室に男女で参加する

割合

80％以上 健康増進課

21 【新規】

“おとう飯”（※２）に関する啓発

年 1 回 地域づくり課

17.9

4.0

8.1

6.1

4.3

6.3

36.6

70.2

1.0

1.6

39.1

61.8

79.8

61.2

59.0

75.3

61.8

39.7

11.2

37.5

30.2

21.2

19.0

13.9

27.4

31.0

18.2

30.1

20.1

14.0

16.4

17.2

24.6

1.3

2.3

3.3

3.8

2.3

1.8

3.6

2.8

3.1

1.6

2.8

1.8

41.9

49.5

12.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家計管理

食事の支度

食事のあとかたづけ

食料品・日用品の買物

洗濯

掃除

ごみ出し

簡単な家の修繕

子どもの日常の世話

家族の看護・介護

地域行事等への参加

夫 妻 家族で分担 家族（親・子） 該当しない
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※２ おとう飯（はん）

おとう飯（はん）とは、内閣府男女共同参画局が実施している、子育て世代の男性の料理へ

の参画促進を目的とした取組で、簡単で手間をかけず、多少見た目が悪くても美味しい料理の

こと。この取組の趣旨に賛同し、平成２９年から市長が「おとう飯（はん）サポーター」とな

っている。

市民の声～市民意識調査より～

◆家事を女性のやることと決めつけて、協力する気のない男性が多いと感じます。男

女共同参画社会を実現していくには男性の考え方を変えなければならないと思いま

す。 【女性 20歳代】

◆男女共同参画社会というとどうも女性の社会進出ばかりに目が行きがちですが、男

性が参加しにくい分野（育児等）にも気兼ねなく参加できるようになれば、真の男

女共同参画社会になると思います。 【男性 20歳代】

◆家庭内において、家事を積極的に行う夫がいる場合、女性は働きやすくなるため、

子ども時代に家庭や教育で家事に多く触れておくような社会になれば一般的な意識

に変化が生まれると思います。 【男性 30歳代】

◆これからの時代は、女性もどんどん社会に出て活躍する時代になっていくと思いま

すので、働く女性が社会や職場で楽しく働くために、家庭内では、理解と協力の精

神が大切だと思います。 【女性 70歳以上】
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基本目標Ⅲ 男女がともに個性と能力を発揮できる

職場・労働環境づくり

（１）男女がともに能力を生かせる職場づくりの促進

【現状と課題】

男女雇用機会均等法、育児・介護休業法などの法律が整備されてき

たことにより、制度上の男女の均等は実現されてきましたが、依然と

して、賃金、雇用条件、就業環境等において男女の格差がみられます。

雇用の場での男女の格差は、女性の働く意欲や能力が十分に発揮され

ないだけでなく、雇用形態によっては、女性の貧困の一因にもなって

います。

市民意識調査で、「男女とも仕事を続けるうえで障害となっているも

の」について質問したところ、「保育施設や保育制度が不十分なこと」、

「職場での結婚や出産、育児を支援する制度や雇用主の理解が不十分

なこと」、「長く働き続けられるような職場の条件や制度が不十分なこ

と」がほぼ同数で多くなっており、雇用する側に期待する項目の割合

が高くなっています。

農業や商工業などの自営業においても、女性は重要な担い手となっ

ていることから、その能力や労力が適正に評価される環境づくりが必

要です。また、産業の振興や６次産業化の進展などには、女性の果た

す役割が大きくなってきていることから、女性が対等なパートナーと

して経営に参画できるようにするための取り組みが必要となっていま

す。

このことから、あらゆる労働の場において、制度上の男女平等が確

保されるだけでなく、均等な機会が与えられ、働く意欲や能力が十分

に発揮でき、その能力や結果が正当に評価される環境づくりが求めら

れています。
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［職場での男女の地位］

資料：令和元年度市民意識調査

［仕事を持ち続けるうえで、障害となっているもの］

資料：令和元年度市民意識調査
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　　　　　　　(学童保育も含む)
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子どもや病人、高齢者の世話が女性だけにま
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27.1%

7.4%

14.4%
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採用時の条件

賃金

仕事の内容、研修の機会

能力の評価

昇進や昇格

育児・介護休業等の制度

職場全体の意識

男性の方が優遇されている 平等である 女性の方が優遇されている わからない
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※３ 家族経営協定

農林漁業経営を担っている家族全員が、意欲とやりがいを持って参画できる魅力ある経営

を目指して、経営方針や役割分担、報酬・休日等の就業条件などについて話し合い、取り決

めたルールを文書で結ぶもの。

［家族経営協定（※３）の締結数］

資料：農業振興課

【施策の方向】

① 職場における男女の均等な機会・待遇の確保と女性の就業継続支援

② 農業、商工業等自営業における男女共同参画の促進

③ 女性の起業や再就職の支援

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度

大網白里市 21 21 21 24 24

千葉県内 1,664 1,741 1,825 1,897 1,977

事業番号 事業内容 担当課

22 職場において男女の均等な雇用機会と待遇を確保

するため、男女雇用機会均等法や制度の周知を図

ります。

商工観光課

23 職場における男女の均等な機会・待遇の確保や女

性の就業継続支援に関する研修やセミナーの情報

を事業所に提供するとともに、参加の促進を図り

ます。

商工観光課

24 職場において、女性が働きやすい環境を確保する

ため、セクシャル・ハラスメント、マタニティ・

ハラスメント等の防止に関する啓発を図ります。

商工観光課

事業番号 事業内容 担当課

25 家族経営協定の締結を促進します。 農業振興課

26 女性の認定農業者の増加を目指します。 農業振興課

事業番号 事業内容 担当課

27 県男女共同参画センター等で開催する女性の職業

能力開発講座等を周知し、参加を促進します。

商工観光課

地域づくり課

28 ジョブサポートセンター等と連携し、就職支援の

情報を提供します。

商工観光課
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【指標】

市民の声～市民意識調査より～

◆女性活躍社会などと言われるが、名ばかりで、職場環境はそうではない。各々の職

場環境、上司の理解が必要不可欠であり、そこの意識改善を望みます。男性が、育

児、介護、地域活動等に参加するためにも、必要だと強く感じます。

【男性 ３０歳代】

◆男性も女性も一人の人間として自立して生きていくために、雇用の機会、昇進、昇

格が男女平等に能力に基づいて行わなければならないと思います。

【女性 ３０歳代】

◆職員の採用について、その会社がどのような人材を求めているのか、男女問わず明

確にして欲しいと思います。必ずしも職場に女性がいなくてはならないということ

ではなく、なぜ、男女共同参画が必要なのかを明らかにし、社会へ発信してもらい

たいと思います。 【女性 ４0歳代】

事業番号 指標名 指標 担当課

25 家族経営協定の新規締結数 ５件以上 農業振興課

26 女性の新規認定農業者 ５人以上 農業振興課
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※４ ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）

家庭等の個人生活と調和のとれた働き方。1980年代のアメリカで、主に女性社員の仕事

と家事・育児等との両立を支援する取り組みから始まったが、1990年代に入り、生産性の

向上、優秀な人材の確保という観点から、年齢・性別・家族の有無などを問わず、広く全体

を対象として取り組まれるようになった。

※５ Ｍ字カーブ

日本の女性の労働力人口比率を年齢階級別にグラフ化したとき、30歳代を谷とし、20歳

代後半と40歳代後半が山になることをいう。アルファベットのＭを描く原因は、出産・子

育て期に離職する女性が多く、子育てが一段落すると再び就労するという特徴があるためで

ある。国際的には台形型に近くなっている国が多い。

（２）仕事と家事・育児・介護等の両立の推進

【現状と課題】

男女がともに、やりがいや充実感を感じながら仕事上の責任を果た

すとともに、家庭や地域生活などにおいてもライフスタイルに応じた

多様な生き方を選択・実現していくことで、ワーク・ライフ・バランス

（仕事と生活の調和（※４））が実現します。しかし、依然として、仕

事中心の生き方や長時間労働、固定的な性別役割分担意識が根強く、

ワーク・ライフ・バランスの実現には、社会全体の意識改革が必要と

なっています。特に、女性は結婚や出産・子育て期に離職する傾向に

あり、年々緩やかになってきてはいるものの女性の就業率はＭ字カー

ブ（※５）を描いています。市民意識調査でも、女性の働き方について

「子育て・介護の時期だけ一時期仕事を離れる」という働き方を望ま

しいと考えている割合が高くなっています。その一因としては、女性

が家庭内の大半の家事、育児、介護などの役割を担っており、家庭生

活での女性の負担が大きいことが挙げられます。

また、市民意識調査の結果、「仕事と家庭の両立に必要な環境」につ

いて質問したところ、「保育サービスや学童保育の充実」が最も高く、

次いで、「仕事と家庭を両立していくことに対する家族や周囲の理解と協力」、「育

児・介護休業制度の定着促進」、「在宅勤務、フレックス制、育児短時間勤務制

度の充実」の割合が高くなっていることから、子育てや介護をしながら働く

人たちが安心して仕事と子育て、介護が両立できる環境を整えていく

ことが必要となっています。
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［女性の年齢階級別就業率の推移（平成 2７年）］ 単位：％

資料：国勢調査

［望ましい女性の働き方］

資料：令和元年度市民意識調査
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　子育て・介護の時期だけ一時仕事は離れ、

その後はフルタイムで仕事を続ける

　子育て・介護の時期だけ一時仕事は離れ、

その後はパートタイムで仕事を続ける

　結婚するまで仕事を続け、

結婚後は仕事につかない

　子どもができるまで仕事を続け、

その後は仕事につかない

仕事はもたない

その他

子育て・介護の時期だけ一時仕事は離れ、そ
の後はフルタイムで仕事を続ける

子育て・介護の時期だけ一時仕事は離れ、そ
の後はパートタイムで仕事を続ける

結婚するまで仕事を続け、結婚後は仕事につ
かない

子どもができるまで仕事を続け、その後は仕
事につかない

結婚や出産等にかかわらず、ずっと仕事をもつ

　　　　　　　　　　　　　　仕事はもたない

その他
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［仕事と家庭の両立のために必要な環境］

資料：令和元年度市民意識調査

［男性の家事・育児・介護等への参加を促すために必要だと思うこと］

資料：令和元年度市民意識調査

10.5%

18.4%

27.5%

33.8%

7.7%

2.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

男性の家事、育児介護等への参加を

促進するための啓発活動を行う

 男性の労働時間を短くして家事、育児、

介護等への参加できる時間を増やす

仕事と子育ての両立を支援する体制を

整備する

職場における理解を得やすい

環境づくりを推進する

男性の家事、育児、介護等に関する

技能を高めるような講座等を開催する

その他

男性の家事、育児介護等への参加を促進
するための啓発活動を行う

男性の労働時間を短くして家事、育児、
介護等への参加できる時間を増やす

仕事と子育ての両立を支援する体制を整
備する

職場における理解を得やすい環境づくり
を推進する

男性の家事、育児、介護等に関する技能
を高めるような講座等を開催する

9.5%

14.0%

11.7%

10.6%

11.1%

9.7%

6.9%

9.8%

4.4%

12.0%

0.4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0%

再雇用制度の促進

保育サービスや学童保育の充実

育児・介護休業制度の定着促進

育児・介護休業中の賃金、手当等の充実

在宅勤務、フレックス制、

育児短時間勤務制度の充実

看護・介護サービスの充実

昇進、昇給や仕事の分担など

労働の場での男女平等の促進

非正規社員の労働条件を改善する

家事の省力化、外部化などによる家事負担の軽減

仕事と家庭を両立していくことに対する

家族や周囲の理解と協力

その他

在宅勤務、フレックス制、育児短時間勤務制
度の充実

昇進、昇給や仕事の分担など労働の場での男
女平等の促進

仕事と家庭を両立していくことに対する家族
や周囲の理解と協力

保育サービスや学童保育の充実

看護・介護サービスの充実

育児・介護休業中の賃金、手当等の充実

育児・介護休業制度の定着促進

その他

非正規社員の労働条件を改善する

家事の省力化、外部化などによる家事負担の軽減

再雇用制度の促進
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［ワーク・ライフ・バランスの取組み状況について］

資料：令和元年度事業所意識調査

［有休休暇・育児休業・介護休業のとりやすさ］

資料：令和元年度市民意識調査

26.4%

23.0%

5.7%

10.3%

6.9%

19.5%

0.0%

8.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

長時間労働の削減に取り組んでいる

有給休暇の取得の促進に取り組んでいる

フレックスタイム、短時間勤務、在宅

ワークなどの多様な働き方を導入している

福利厚生制度の充実に努めている

仕事と育児、介護などの両立ができるよう

支援している

特に取り組んでいない

取り組む必要がないと感じている

その他

29.8%

22.2%

14.9%

24.9%

19.2%

14.5%

12.1%

7.3%

10.7%

15.5%

13.0%

13.4%

4.9%

6.5%

8.8%

7.5%

13.8%

15.6%

5.3%

18.0%

22.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

有給休暇

育児休業

介護休業

取りやすい どちらかといえば取りやすい

どちらかといえば取りにくい 取りにくい

どちらともいえない 制度がない

わからない
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［多様な働き方の状況］

資料：令和元年度事業所意識調査

【施策の方向】

① ワーク・ライフ・バランスの意識定着と環境整備

事業番号 事業内容 担当課

29 事業所へのワーク・ライフ・バランス意識の普

及、啓発に努め、育児・介護休業取得や短時間

勤務制度等、多様な働き方が可能となる制度の

導入促進を図ります。

商工観光課

30 市職員一人ひとりがワーク・ライフ・バランス

意識を持って職務に当たることができるよう、

積極的な働きかけや情報提供を行います。

総務課

7.6%

24.2%

0.6%

2.5%

6.3%

18.6%

1.2%

8.7%

70.9%

36.0%

76.1%

70.2%

11.4%

16.1%

19.6%

15.5%

3.8%

5.0%

2.5%

3.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

フレックスタイム制度

短時間勤務制度

在宅勤務制度

ボランティア休暇制度

制度があり該当者は利用している 制度があるが利用者はいない

制度がない 該当者がいない

制度がないため今後整備したい
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② 子育て支援

③高齢者、障がい者への介護支援

【指標】

事業番号 事業内容 担当課

31 【新規】

子育てにかかる様々なサービスや助成制度など、

子育て支援に関するわかりやすい情報提供と周

知のため、子育てサポートブックの発行を行いま

す。

子育て支援課

32 保護者が安心して働くことができるよう、一時

預かり、延長保育、病後児保育など、多様な保

育制度の充実を図ります。

子育て支援課

管理課

33 育児や保育制度について気軽に相談できる窓口

を整え、子育てに関する情報などを提供しま

す。

子育て支援課

健康増進課

34 放課後に適切な遊びや活動拠点を与えられるよ

う、学童保育、放課後子ども教室等の居場所づ

くりをします。

子育て支援課

生涯学習課

35 子育て世帯に対する助成や各種手当などの経済

的支援を行います。

子育て支援課

事業番号 指標名 指標 担当課

30 男性の育児休業等取得率（市職員） 10％ 総務課

32 時間外保育の実施 全施設 子育て支援課

一時保育の実施 ３４カ所 子育て支援課

病後児保育の実施 １カ所 子育て支援課

34 学童保育の開設場所 ９カ所 子育て支援課

事業番号 事業内容 担当課

36 高齢者、障がい者等の相談に応じ、必要な助言

を行います。

高齢者支援課

社会福祉課

37 介護等についての基礎知識と介護制度について

理解を深めるため、介護サービスの情報を提供

します。

高齢者支援課

38 介護予防や介護者の健康づくり、介護制度への

理解を深めるため、出前講座を実施します。

高齢者支援課
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市民の声～市民意識調査より～

◆男性が育児参加するための職場環境の整備や男性一人で子どもを育てている人の育

児制度の充実など、男性も家事や育児に取り組みやすい環境制度を検討し、実現し

ていって欲しいと思います。 【女性 40歳代】

◆余裕のある保育環境の整備を望みます。子どもがいるまちは、自ずと活性化してい

くと思います。 【男性 30歳代】

◆若い頃は、子育て中も仕事を続けたいと考えていましたが、子育ては思った以上に

大変で、仕事を続けることはできませんでした。子どもが大きくなり、また仕事を

始めようと思っても、思うように就職ができず、時代の変化に戸惑いました。自分

の時代は、女性が仕事と家庭を両立することは無理でした。これからの女性は、仕

事、家庭、介護に振り回されないで生きられるようになるといいと思います。

【女性 60歳代】

◆女性が男の子を出産することを望まれたり、「男性だから」、「女性だから」といっ

た昔からのしきたりや考えを現在の社会に沿うように変えていかなければならない

と思います。育児や介護など、自分のこと以外のことをするのに、男性も女性も関

係なく、どちらがするのも当たり前である社会の考えの定着とそれを実現するため

の制度、設備の充実が必要不可欠なのではないかと思います。

【女性 30歳代】
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基本目標Ⅳ 男女がともに安心して暮らせる地域づくり

（１）地域における男女共同参画の促進と地域環境の整備

【現状と課題】

ボランティア、趣味・学習のサークルなどでは、比較的男女がとも

に対等な立場での活動が行われています。一方、区・自治会などの地

域活動では、男性が一家の代表として参加している家庭が多く、市民

意識調査の結果でも、約４割の家庭において「地域行事への参加」は

夫が担っていると回答しています。また、女性が自治会長となってい

る割合も、千葉県平均とほぼ同割合ではあるものの、割合としては７％

弱となっており、かなり低い割合となっています。地域活動において

は、主要な役員には男性が就いているにもかかわらず、実際は、女性

が会議や行事に参加することも多くなっており、地域における意思決

定の場への女性の参加が課題となっています。

女性のリーダーが少ない要因として、市民意識調査では「家事・育

児に忙しく仕事や地域活動に専念できないから」が最も高く、「男性が

リーダーとなることが社会慣行だから」が続いており、女性が地域活

動で活躍するためには、家事・育児への負担軽減とともに、男性中心

という社会的な慣行を改めていくことが必要となっています。

［自治会長に占める女性の割合（大網白里市・県内市町村）］ 単位：％

資料：内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関す

る施策の推進状況」

6.2 6.2 6.4
6.9 7.1

5.2

2.6

6.9
6.9 6.9

0

2

4

6

8

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

県内市町村平均 大網白里市
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［女性リーダーが少ない要因］

資料：令和元年度市民意識調査

【施策の方向】

① 地域における慣習、慣行の見直しの啓発

② 地域活動における女性の参画促進

事業番号 事業内容 担当課

39 区・自治会等に男女共同参画に関する理解を深

めるための広報等を行い、地域の中に根強く残

る男女不平等な習慣・慣行等の見直しに向け

て、意識啓発を図ります。

地域づくり課

事業番号 事業内容 担当課

40 男女共同参画に取り組む市民団体の自主的学習

活動やサークル活動などを支援します。

地域づくり課

41 区・自治会活動などの地域活動や各種ボランテ

ィア活動における男女共同参画を促進します。

地域づくり課

12.1%

31.4%

8.3%

9.8%

2.7%

7.8%

23.7%

2.5%

1.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

責任ある地位につきたくないから

家事・育児に忙しく、仕事や地域活動に

専念できないから

組織活動の経験が少ないから

指導力のある女性が少ないから

女性がリーダーではメンバーがついてこな

いから

女性がリーダーでは軽くみられるから

男性がリーダーとなることが一般的と

考えられているから

女性がリーダーになるという選択肢がない

から

その他
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市民の声～市民意識調査より～

◆自治会の役員に参加した際、高齢の男性は、男女平等の考え方が全く無いように思

いました。まちづくりは小さな自治会から始まると思います。このような現状を少

しずつ変えていくべきだと思います。そのためには、自治会の長、班長など役職に

女性を入れる、又は女性の意見をきちんと取り入れるような会議にして、少しずつ

でも考え方を改善する必要があると思います。 【女性 50歳代】

◆60代～70代の年配者は、女性差別の意識が強すぎるように感じます。そのため、

地域社会の活動では、女性のリーダーが少なすぎると思います。自分は、老人会や

地域での防災活動をしていますが、女性のリーダーが少ないことが悩みです。

【男性 60歳代】

◆町内会の役員への参画など、女性はもっと積極的に手を挙げるような意識を持って

もらいたいと思います。 【男性 70歳以上】
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（２）防災における男女共同参画の促進

【現状と課題】

令和元年度に発生した台風や大雨では、多くの方が避難所を利用し、

災害時における避難所のあり方が改めて認識されました。これまで、

防災の分野では女性の参画がとても少なく、災害時の支援対策、避難

所の運営等において女性の視点が欠けていることが指摘されています。

災害時や避難生活において、誰もが安全で安心して過ごせるよう、男

女のニーズの違いに配慮し、男女共同参画の視点を取り入れた対策を

講じていくことが必要です。そのためには、防災分野への女性の参画

を促進していくことが求められています。

【施策の方向】

① 防災における男女共同参画の促進

② 女性の視点を盛り込んだ防災対策の促進

【指標】

事業番号 事業内容 担当課

42 消防団員、自主防災組織等地域の自主防災活動

への女性の参画を促進します。

安全対策課

事業番号 事業内容 担当課

43 災害時の避難所における男女のニーズの違いを

考慮し、女性にも配慮した取り組みを進めると

ともに、男女共同参画の視点を取り入れた地域

防災計画の充実を図ります。

安全対策課

44 【新規】

市が備蓄する防災用品について、女性の視点から

点検し、必要に応じ整備を行います。

安全対策課

事業番号 指標名 指標 担当課

42 新規女性消防団員 10 人以上 安全対策課

43 大網白里市防災会議における女

性委員の数

３人４人 安全対策課
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（３）男女共同参画の視点に立った健康支援

【現状と課題】

誰もが生涯にわたり健康で充実した生活を送るためには、それぞれ

のライフステージに応じた健康づくりに主体的に取り組めるようにす

るための健康教育、相談体制を確立する必要があります。

特に、女性については、思春期、妊娠・出産期、更年期、高齢期等生

涯を通じて男性と異なる健康上の問題に直面することもあり、男女と

もに理解し配慮する必要があります。男女が互いの身体的性差を理解

し合い、相手に対する思いやりを持って生きていくことが、男女共同

参画社会の実現につながっていきます。

【施策の方向】

① 妊娠、出産等に関する健康支援

② 性差に配慮した健康支援

事業番号 事業内容 担当課

45 【新規】

妊娠、出産、産後、子育てに関する様々な相談や

切れ目のない支援を行うなど、子育て世代包括

支援センターの充実を図ります。

健康増進課

46 安心して出産に臨めるよう、妊婦健康診査の助

成を行います。また、乳幼児健診をはじめとす

る健康支援・育児に関する相談の充実を図りま

す。

健康増進課

47 生後４か月までの乳児のいる家庭を訪問し、親

子の心身の状況や養育環境等の把握や助言を行

うとともに予防接種等の情報提供を行います。

健康増進課

48 妊娠届出書をもとにハイリスク妊婦への個人相

談など、妊娠・出産への不安を軽減するため、状

況に応じた相談対応を行います。

健康増進課

事業番号 事業内容 担当課

49 男女の性差を踏まえた健康支援を進めるため、

性差に応じたがん検診や骨粗しょう症検診等を

実施します。

健康増進課
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【指標】

事業番号 指標名 指標 担当課

46 広報紙、ホームページ等を利用し

た健診や相談の周知

年 12 回以上 健康増進課

47 新生児または乳児家庭訪問の実施 90％以上 健康増進課

49 乳がん検診の受診率受診者数 ３０％

2,500 人以上

健康増進課

子宮がん検診の受診率受診者数 ２５％

1,000 人以上

健康増進課
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（４）誰もが安心して暮らせる環境の整備

【現状と課題】

障がいがあること、外国籍であること、ひとり親家庭であることな

どの理由で、社会で生きづらさを感じている人たちがいます。男女共

同参画社会の実現のためには、誰もが安心して暮らせる環境の整備が

必要です。それぞれの特性に応じた支援を充実させていくことが必要

となっています。

［住民基本台帳による外国人数］ 単位：人

資料：市民課

59 68 74 71 71

143 147 148 137 136

96
105 100 99 98

4
17 19 22 25

251

279 245
217

271
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

朝鮮・韓国 中国 フィリピン アメリカ その他
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【施策の方向】

①ひとり親家庭など生活上困難な状況に置かれている人への支援

②高齢者・障がい者への自立支援

③外国人が暮らしやすい環境の整備

事業番号 事業内容 担当課

50 自立に必要な情報提供をするとともに、各種手

当の支給、医療費助成等を通じ、経済的な負担

を軽減し、生活の安定を図ります。

子育て支援課

51 就労経験の少ないひとり親家庭の母に対し、必

要な情報提供を行い、就労を支援します。

子育て支援課

52 【新規】

世帯所得の低い子育て家庭の把握に努めるとと

もに、必要に応じて学習支援などを行います。

子育て支援課

社会福祉課

管理課

53 【新規】

関係機関と連携し、ニート、ひきこもりなど社会

で生きづらさを感じている人に対し、状況に応じ

た情報提供や相談、就労支援などを行います。

社会福祉課

事業番号 事業内容 担当課

54 【新規】

介護予防や高齢者の健康づくり等に関する講座

を開催します。

高齢者支援課

55 【新規】

高齢者・障がい者の様々な相談に応じ、必要な情

報の提供及び助言等を行います。

高齢者支援課

社会福祉課

56 【新規】

広報の音訳や市役所内に手話通訳者を配置する

など、障がいがあっても手続きが円滑に行えるよ

うに支援します。

秘書広報課

社会福祉課

事業番号 事業内容 担当課

57 【新規】

市の案内板や生活に関する情報について、ルビ付

き日本語や外国語表記の併記を行うなど、外国人

にもわかりやすい表記を促進します。

総務課

関係各課

58 本市に在住または本市を訪れる外国人に対し

て、市の案内板や各種パンフレット・ホームペ

ージ等の多言語化を図るなど、外国語による情

報提供等の支援を行います。

総務課

生涯学習課

関係各課
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※６ ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）

配偶者間・パートナー間の暴力をいい、なぐる、ける、物を投げつける等の身体的暴力に限ら

ず、無視し続ける、交友関係を制限する、勝手に電話やメールのチェックをする等の精神的暴力、

生活費を渡さない、外で働くことを制限する等の経済的暴力、性的行為を強要する、避妊に協力

しない等の性的暴力等あらゆる形の暴力が含まれる。

※７ デートＤＶ

若い世代に起きている恋人間の暴力をいい、身体的暴力に限らず、精神的、経済的、性的等あ

らゆる形の暴力が含まれる。

基本目標Ⅴ あらゆる暴力の根絶と人権の尊重

（１）ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）防止と被害者支援

【現状と課題】

ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）（※６）は、犯罪となる行為

をも含む、重大な人権侵害であり、男女がともに対等な立場で、社会

に参画する男女共同参画社会の実現を阻むものです。DV は、家庭内や

親密な男女間など、近い関係で行われることから、顕在化しにくくな

っています。また、同居する子どもがいる場合は、子どもにも重大な

影響を及ぼし、子どもの虐待へとつながる場合もあります。このよう

に、DV と児童虐待は、密接に関連していることから、被害者支援にあ

たっては、DV と児童虐待双方の知識が求められています。

本市のＤＶに係る相談件数は年々増加傾向にあり、市民意識調査で

も DV を受けたことがある割合は、約３割となっています。しかし、

暴力を受けたことを相談した場所について質問したところ、「どこ（だ

れ）にも相談をしなかった」割合が 4 割を超えていることから、関係

機関・関係部署との連携を図りながら、被害者に寄り添った相談・支

援体制、生活再建支援などの取り組みを充実させていく必要がありま

す。

さらに近年では、親しい間柄にある若者の間の暴力である「デート

ＤＶ（※７）」や、インターネット上のコミュニケーションツールを利

用した性犯罪や暴力が多様化しており、幼い子どもたちが巻き込まれ

るなど、深刻な被害が報告されていることから、早期に予防教育を行

うなどの取り組みも重要となっています。
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［ＤＶの相談方法・処理状況（大網白里市）］

資料：地域づくり課

［暴力を受けたことがある割合］

資料：令和元年度市民意識調査

［ＤＶを受けたことがある割合と種類］

資料：令和元年度市民意識調査

年度 総数

相談方法 処理状況

電話 来所
相談情報

提供のみ

庁内機関

処理

他機関へ

引き継ぎ
その他

平成 27 年度 19 ５ 14 10 9 － －

平成 28 年度 21 5 16 20 1 － －

平成 29 年度 12 2 10 10 － － 2

平成 30 年度 13 1 12 4 4 － 4

令和 元 年度 33 8 25 24 4 ２ 3

2.9%

5.1%

2.4%

1.8%

12.3%

13.1%

2.9%

6.4%

84.8%

81.9%

94.7%

91.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

身体的なこと

精神的なこと

経済的なこと

性的なこと

何度もある １，２度ある まったくない

26.7% 73.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

 

暴力を受けたことがある 暴力を受けたことがない
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［暴力を受けたことを相談した場所］

資料：令和元年度市民意識調査

【施策の方向】

① ＤＶ・虐待被害者等に対する広報・啓発

事業番号 事業内容 担当課

59 「女性に対する暴力をなくす運動」期間にあわせ

ての広報活動などにより、ＤＶは重大な人権侵害

であることを周知します。

地域づくり課

子育て支援課

60 児童虐待防止推進月間にあわせ、児童虐待防止に

関する啓発を行います。

子育て支援課

61 高齢者・障がい者への虐待防止に関する啓発を行

います。

高齢者支援課

社会福祉課

62 ＤＶや虐待に関する相談窓口について、周知を図

ります。

子育て支援課

高齢者支援課

社会福祉課

63 関係機関と連携し、窓口等において虐待防止に関

する啓発を行うとともに、虐待防止ネットワーク

会議の設置を図ります。

子育て支援課

高齢者支援課

社会福祉課

どこ（だれ）にも

相談しなかった, 

41.4%

家族に相談した, 

21.4%

友人・知人に

相談した, 

22.8%

警察に連絡・相談

した, 2.1%

公的な相談窓口や

電話相談に相談し

た, 3.4%

民間の機関に相談

した, 4.1%

その他, 4.8%
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② 相談・支援体制の充実

③ 関係機関との連携強化

④ストーカーや性犯罪等の防止対策の推進

事業番号 事業内容 担当課

64 乳幼児健診・就学前健診未受診者の把握や家庭訪

問指導を通じて、ＤＶや児童虐待の早期発見に努

めます。

健康増進課

管理課

65 家庭相談員を配置し、関係機関と連携しながら児

童虐待の未然防止、要保護児童等の早期発見・早

期対応及び自立に至る支援を行います。

子育て支援課

66 ＤＶ相談窓口職員、婦人相談員、母子・父子自立

支援員を配置し、自立支援を含め、相談者に適切

な支援を行います。

子育て支援課

67 高齢者や障がい者に対する虐待について、適切な

相談・支援を行います。

高齢者支援課

社会福祉課

事業番号 事業内容 担当課

68 ＤＶ及び虐待（児童・高齢者・障がい者等）は多

様な関係機関による支援が必要であるため、関係

団体との連携を図ります。

子育て支援課

社会福祉課

高齢者支援課

地域づくり課

管理課

69 関係機関、関係施設と連携し、ＤＶ及び虐待（児

童・高齢者・障がい者等）により緊急保護が必要

なＤＶ被害者・児童・高齢者・障がい者等に対応

します。

子育て支援課

高齢者支援課

社会福祉課

事業番号 事業内容 担当課

70 被害者をストーカー行為等から守るため、ストー

カー規制法の周知、啓発を推進するとともに、関

係機関等との連携強化を図ります。

地域づくり課

71 出会い系サイトなど、子どもたちをインターネッ

トを介した犯罪から守るため、メディア教育を実

施するなど巻き込まれないための対策を進めま

す。また、広報紙、ホームページ等を利用した周

知を図ります。

管理課
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【指標】

事業番号 指標名 指標 担当課

59 ＤＶに関するチラシ等の配布に

よる情報提供

年１回以上 地域づくり課

子育て支援課

広報紙、ホームページ等を利用し

たＤＶ防止に関する周知

年１回以上 地域づくり課

子育て支援課

60 広報紙、ホームページ等を利用し

た児童虐待防止に関する周知

年１回以上 子育て支援課

61 広報紙、ホームページ等を利用し

た高齢者・障がい者虐待防止に関

する周知

年１回以上 高齢者支援課

社会福祉課

64 乳幼児健診未受診者の状況把握 100％ 健康増進課

管理課

65 児童虐待防止に関する研修への

参加

年１回以上 子育て支援課

要保護児童対策地域協議会の開

催

年１回以上 子育て支援課

66 ＤＶに関する研修への参加 年１回以上 子育て支援課

67 高齢者・障がい者に対する虐待に

ついての研修への参加

年１回以上 高齢者支援課

社会福祉課

71 インターネットを通じた犯罪に

関する児童・生徒への啓発

年２回以上 管理課
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（２）ハラスメントの防止

【現状と課題】

セクシャル・ハラスメントやパワー・ハラスメントなどのハラスメ

ントは個人の尊厳を不当に傷つける社会的に許されない行為であると

ともに、働く人の能力を十分に発揮することの妨げになります。固定

的な性別役割分担意識が、このようなハラスメントの発生の原因や背

景となることがあります。

事業所意識調査において、事業所においてハラスメントが問題にな

ったことがあるかについて質問したところ、約１割の事業所において、

問題になったことがあるとの回答がありました。また、ハラスメント

の防止の取り組みについて質問したところ、ハラスメント防止の取り

組みを実施する予定がないと回答した事業所が約半数となっているこ

とから、ハラスメントの発生を防ぐ環境づくりを積極的に推進してい

くことが求められています。

［ハラスメントを受けたことがある割合］

資料：令和元年度事業所意識調査

セクシャル・ハラスメン

トが問題になった, 2.2%

パワー・ハラスメ

ントが問題になっ

た, 8.8%

マタニティ・ハラ

スメントが問題に

なった, 2.2%

その他, 2.2%問題になったこと

はない, 84.6%
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［ハラスメント防止のための取組状況］

資料：令和元年度事業所意識調査

【施策の方向】

① セクハラ（セクシャル・ハラスメント）、パワハラ（パワー・ハラス

メント）等の防止対策の推進

【指標】

事業番号 事業内容 担当課

72 セクハラ等のハラスメントの防止に向けた啓発

に努めます。

地域づくり課

73 職場でのセクハラ等の防止を促進するため、千

葉労働局雇用均等室や男女共同参画センターな

どの関係機関において実施されている相談窓口

についての情報提供を行います。

商工観光課

74 市職員に対して、パワハラ、メンタルヘルス、

セクハラなど、精神的・性的な人権意識（資

質）向上を図るため、独自の研修プランや外部

研修への参加などを推進します。

総務課

事業番号 指標名 指標 担当課

72 セクハラ等は人権侵害であると

いう認識を促す情報提供

年１回以上 地域づくり課

38.6%

34.9%

22.9%

20.5%

19.5%

24.1%

20.5%

18.1%

25.3%

26.5%

26.8%

20.5%

41.0%

47.0%

51.8%

53.0%

53.7%

55.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ハラスメント禁止規定

相談窓口

対応マニュアル

研修

啓発

実態調査

実施している 今後実施する予定 実施する予定はない
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市民の声～市民意識調査より～

◆時々、テレビなどの場面で女性に対する暴言やセクハラ、パワハラなどを目にする

ことがあり、とても悲しく胸が詰まります。日本はまだまだ、封建的で女性が虐げ

られていると強く思います。 【女性 60歳代】

（３）相互理解と人権尊重

【現状と課題】

人権は、性別や人種を超えて、誰にでも認められる権利であり、日

本国憲法にも個人の尊重と法の下の平等がうたわれています。しかし、

現実には、性別や障がいの有無、国籍の違いなどで、人権が侵害され

ることがあります。男女共同参画社会の実現のためには、国籍や性別

を問わず、相互理解のもと、すべての人の人権が尊重され、差別や偏

見のない社会を築いていくことが必要となります。

また、近年では、性のあり方が多数派とは異なる面がある性的少数

者の中からカミングアウトする人が増えたことにより、性的少数者へ

の差別や偏見が人権侵害にあたることが認識されてきましたが、いま

だに差別や偏見が起きているのが現状です。性の多様性への理解を深

める取り組みが求められています。

【施策の方向】

①人権尊重意識の啓発

事業番号 事業内容 担当課

75 人権擁護委員による人権相談の充実や法務局人

権擁護課との連携を図ります。

地域づくり課

76 人権擁護委員と連携し、「人権擁護委員の日」、「人

権週間」にあわせた啓発活動などを行い、あらゆ

る暴力が重大な人権侵害にあたることを周知し

ます。

地域づくり課

77 小・中学校の道徳の授業において、自他の生命を

尊重すること及び集団と社会との関わりについ

て、計画的に学んでいくほか、人権擁護委員と連

携しながら、人権教育を推進します。

管理課

地域づくり課
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②多文化共生の推進

③性の多様性に関する理解の推進

【指標】

事業番号 事業内容 担当課

78 【新規】

住民と外国人住民がお互いの文化を認め合いな

がら、地域住民として生活できるよう国際交流協

会などの市民団体と連携して、多文化共生を推進

します。

総務課

生涯学習課

事業番号 事業内容 担当課

79 【新規】

広報紙、ホームページ等、市が発信する情報につ

いて、差別的表現がないように点検します。

秘書広報課

80 【新規】

性の多様性に関して、正しい理解を促進するため

の啓発を行います。

地域づくり課

事業番号 指標名 指標 担当課

75 広報紙、ホームページ等を利用し

た人権相談に関する周知

年 12回以上 地域づくり課

人権擁護委員の研修への参加 年１回以上 地域づくり課

76 街頭人権啓発活動の実施 年２回以上 地域づくり課
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第３章

計画の推進
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※８ 千葉県男女共同参画地域推進員

千葉県男女共同参画地域推進員は、地域の実情に通じ、男女共同参画の推進について熱意を有

する市民を市が県に推薦し、県知事の委嘱を受けた者であり、地域において県や市とのパイプ役

となり、男女共同参画を推進する活動をしています。

１ 推進体制の充実

本計画を推進するためには、市職員をはじめ、市民、市民団体、企業

などが計画に対する理解を深め、全市的な広がりをもって、あらゆる

分野で取り組んでいく必要があります。

庁内においては、市職員の意識を高めるとともに、計画の実行に際

しては横断的な取り組みが求められます。

「大網白里市男女共同参画審議会」において、幅広く意見や助言、協

力等を求め、男女共同参画社会の形成に関する施策推進へ反映させて

いきます。

２ 国・県等関係機関との連携

国・県等関係機関との連携を図り、相互協力して効果的な施策の展

開を目指します。

また、近隣自治体、千葉県男女共同参画地域推進員（※８）と連携を

図り、広域的に計画を推進します。
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３ 指標一覧

基本

目標

事業

番号

指標名 指標 担当課

Ⅰ １ 市民意識調査（男女平等に関す

る意識）において「平等になっ

ている」と答える割合

増加

(令和 7 年度

までに１回)

地域づくり課

Ⅰ ５ 広報紙、ホームページ等を利用し

た男女共同参画についての啓発

年１回以上 地域づくり課

Ⅰ ６ 教職員研修（希望研修）への参加 年１回以上 管理課

Ⅰ ７ 職場体験学習の実施 年１回以上 管理課

Ⅰ ９ 各幼稚園と小・中学校での家庭教

育学級の開催

年４回以上 生涯学習課

Ⅰ 11 市民を対象にした男女共同参画

に関する講座・講演会の実施

２年に１回

以上

地域づくり課

Ⅰ 12 審議会等における女性委員の割

合

30％ 関係各課

Ⅰ 15 課長相当職に占める女性の割合

（市職員）

10％ 総務課

Ⅰ 15 副課長相当職に占める女性の割

合（市職員）

30％ 総務課

Ⅰ 15 班長相当職に占める女性の割合

（市職員）

40％ 総務課

Ⅰ 16 女性職員の能力開発のための研

修への参加人数

述べ年間５

人以上

総務課

Ⅱ 17 マタニティ教室に男女で参加す

る割合

80％以上 健康増進課

Ⅱ 21 “おとう飯”に関する啓発 年 1 回 地域づくり課

Ⅲ 25 家族経営協定の新規締結数 ５件以上 農業振興課

Ⅱ 26 女性の新規認定農業者 ５人以上 農業振興課

Ⅱ 30 男性の育児休業等取得率（市職

員）

10％ 総務課

Ⅱ 32 時間外保育の実施 全施設 子育て支援課

Ⅱ 32 一時保育の実施 ４カ所 子育て支援課

Ⅱ 32 病後児保育の実施 １カ所 子育て支援課

Ⅱ 34 学童保育の開設場所 ９カ所 子育て支援課
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基本

目標

事業

番号

指標名 指標 担当課

Ⅳ 42 新規女性消防団員 10 人以上 安全対策課

Ⅳ 43 大網白里市防災会議における女

性委員の数

４人 安全対策課

Ⅳ 46 広報紙、ホームページ等を利用し

た健診や相談の周知

年 12 回以上 健康増進課

Ⅳ 47 新生児または乳児家庭訪問の実

施

90％以上 健康増進課

Ⅳ 49 乳がん検診の受診者数 2,500人以上 健康増進課

Ⅳ 49 子宮がん検診の受診者数 1,000人以上 健康増進課

Ⅴ 59 ＤＶに関するチラシ等の配布に

よる情報提供

年 1 回以上 地域づくり課

子育て支援課

Ⅴ 59 広報紙、ホームページ等を利用し

たＤＶ防止に関する周知

年 1 回以上 地域づくり課

子育て支援課

Ⅴ 60 広報紙、ホームページ等を利用し

た児童虐待防止に関する周知

年 1 回以上 子育て支援課

Ⅴ 61 広報紙、ホームページ等を利用し

た高齢者・障がい者虐待防止に関

する周知

年 1 回以上 高齢者支援課

社会福祉課

Ⅴ 64 乳幼児健診未受診者の状況把握 100％ 健康増進課

管理課

Ⅴ 65 児童虐待防止に関する研修への

参加

年１回以上 子育て支援課

Ⅴ 65 要保護児童対策地域協議会の開

催

年１回以上 子育て支援課

Ⅴ 66 ＤＶに関する研修への参加 年１回以上 子育て支援課

Ⅴ 67 高齢者・障がい者に対する虐待に

ついての研修への参加

年 1 回以上 高齢者支援課

社会福祉課

Ⅴ 71 インターネットを通じた犯罪に

関する児童・生徒への啓発

年２回以上 管理課

Ⅴ 72 セクハラ等は人権侵害であると

いう認識を促す情報提供

年１回以上 地域づくり課

Ⅴ 75 広報紙、ホームページ等を利用し

た人権相談に関する周知

年 12 回以上 地域づくり課

Ⅴ 75 人権擁護委員の研修への参加 年１回以上 地域づくり課

Ⅴ 76 街頭人権啓発活動の実施 年 2 回以上 地域づくり課


